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カスタマイゼーションの日米比較 :
かつてのカスタマイズ企業は，どこにいったのか？

遠　藤　誠　二

概要

小論は，2015年に始められた日本国とアメリカ合衆国でのカスタマイゼーションの現
状の調査報告である。この調査では，カスタマイゼーションにおいて，かつて世界の最
先端を走っていた日本企業が，徐々に世界のカスタマイゼーションの潮流れから姿を消
してしまったのかという疑問から始められた。そこで，カスタマイゼーション研究にと
って重要な米国企業との比較調査を行うことで，今後の日本企業のグローバル市場での
カスタマイゼーションの可能性を検討することを目的とする。特に，ファッション産業
において，カスタマイゼーションが普及していることから，この産業を中心に調査を行
った。

重要用語 : カスタマイゼーション，日米比較研究，ファッション産業

An Empirical Investigation into Customization: 
Comparison of Japanese and US companies

Seiji ENDO

Abstract

The purpose of this study is to examine the current Customization systems in the 

Japanese and the US markes, especially the fashion industry. Utilizing qualitative research 

methods (i.e., interview and observation), this study uncovers the markets’ similarities 

and differences, such as the advanced Customization systems, market trends, product 

characteristics, production systems, and technologies in the both market settings. Finally, 

the future research directions are proposed. 
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１．はじめに

20年前には，様々な日本国のプロダクトが世界を駆け巡っていた。特に，「ハイテク」

と呼ばれたプロダクトは破竹の勢いで世界市場を席巻していた。さらに，日本企業が生み

出したフレキシブルなプロダクション ･システムを進化させたカスタマイゼーション ･シ

ステムは，企業のみならず研究対象としても注目を浴びていた （cf., Kotha, 1996; Gilmore 

and Pine II, 1997）。

 その後，インターネットの急速な進化にともない米国企業が，日本企業とは次元の異

なるプロダクトを次々に市場に投入し続け，次第に日本国のプロダクトのプレゼンスが，

米国市場でも低くなっていった時を同じくして，カスタマイゼーションの分野でも同様の

ことが起こっていた（Flynn and Vencat, 2015）。特に，インターネットが，カスタマイゼ

ーションと融合することにより，より低価格で，短時間に，快適な環境で自分の好みにあ

ったプロダクトを構築することが可能になったのである（cf. NikeID.com）。

さらに，現在，IoT （Internet of Things） の急速な進化の結果，様々なプロダクト （つま

り，無形性の高いプロダクト） が，企業のプラットフォームを通じて提供される様々なア

プリケーション ･ソフトウエアーによりカスタマイゼーション ･システムを進化させてい

る（Accenture, 2015）。つまり，プロダクト ･カスタマイゼーションとサービス ･カスタ

マイゼーションの融合であり，有形性の高いプロダクトのサービス化とも言える現象であ

る。

その具体例として，電話機がある。以前から電話機のプロダクト ･デザインのカスタマ

イゼーションは進められてきたが，近年のスマート ･フォンの急速な発展と共に，そのプ

ロダクト ･デザインとサービス ･デザインも急速な変化をもたらしてきた。つまり，カス

タマイゼーションにおけるデジタルとアナログの融合であり，様々なアプリケーション ･

ソフトウエアーを駆使して消費者のライフスタイルにあったスマート ･フォンをカスタマ

イズしていく新たなカスタマイゼーションの可能性の一つである。例えば，音楽に関する

アプリケーションや映像に関するアプリケーションなどがある。そして，そのカスタマイ

ゼーション ･システムの開発の中心には，日本企業の存在は見当たらないのが現状であ

る。

そこで，小論では，日本企業のカスタマイゼーションの国外でのプレゼンスがこの20年

間に失われた事に着目し，カスタマイゼーション研究にとって重要な米国企業との比較調

査を行うことで，今後の日本企業のグローバル市場でのカスタマイゼーションの可能性を

検討することを目的とする。そこで，まず第２章では，この調査方法を論じる。そして，
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第３章では，その調査結果とその考察をおこなう。そして，最終章では，この調査のまと

めと今後のカスタマイゼーション研究の方向性を考察していく。

２. 調査方法

この研究は，今後進められる日米におけるカスタマイゼーションに関する調査の第一弾

として行われた。そして，この調査をもとに，今後，さらにデーター収集を進めていく予

定である。そこでまず小論では，約20年間のカスタマイゼーション研究で蓄積された情報

をもとに調査が進められた。特に，インタヴューにおける質問は，以前の調査で使われた

ものをもととして作成された（e.g., Endo and Kincade, 2008; Endo and Ono, 2011）。さら

に，日米の企業動向を知る上で，日米の市場に関する事前調査を行うことにより，定性調

査の準備が進められた。この調査では，様々なカスタマイゼーションに関する関係者との

インタヴュー，実際の生産現場，プロダクト（i.e.,サービスとグッズ），企業環境，さら

に日米の市場環境（特に，製造と小売環境）という多面的な視点で調査を行った。同時

に，定性調査をもとに進められるために，データー収集に費やされる時間的制約（つま

り，準備，データー収集，データー分析）の為に，サンプル数は限定される。

この調査では，インタヴューを中心に行われた。インタヴューの場所は，できるだけイ

ンタヴューを受ける人が心地のいい場所と環境を選んだ。また，サンプル数は少ないが，

それぞれのサンプルに対して，数時間を要し，そのデーターは膨大なものになっている。

さらに，それぞれのサンプルの様々な意向がある為に，この小論では，具体的な企業名，

インタヴューした方の名前，さらに，具体的な事業戦略などの機密に関する事は公表しな

い。つまり，この調査では，日米のファッション産業におけるカスタマイゼーションの現

状をできるだけ俯瞰的に捉えつつ，できるだけ具体的なケースを分析することで，今後の

本格的な調査の指針とするものである。

（a） サンプル選定

それぞれの業界関係者からの紹介，直接のメールでの接触及び電話でのコンタクトがと

られた。また，インタヴューの参加者は，企業，業界団体，調査機関，さらに，それぞれ

の産業分野のエキスパートなどである。サンプルの選定基準として，日米ともに海外活動

を行っている企業で，カスタマイゼーション活動を行っている企業とその関係者及び関係

団体を選定基準とした。さらに，多面的にその産業を分析するために，その分野のエキス

パートとコンタクトをとり，インタヴューを行い，さらに多面的な情報の収集に努めた。
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（b） インタヴュー方法と観察方法

インタヴュー方法は，一対一のケースと一対多のケースがあった。業界団体が２ケー

ス，企業が８ケース，それぞれの産業のエキスパートの方が３ケースの計13ケースであ

る。インタヴュアーは，その企業の代表，企業の広報，業界団体の代表あるいはそれに準

ずる人物を対象に行われた。さらに，それぞれの分野のエキスパートの方は，その産業に

非常に精通し影響力のある方や長年その産業に関係している人を選定した。

インタヴューは，出来るだけリラックスできる環境を作ることに集中した。それぞれの

インタヴュー時間が，１～２時間となり，合計のインタヴュー時間は，およそ30時間であ

る。また，インタヴュー前後で，それぞれの製造現場，プロダクト，資料室などを見せて

もらうという時間を含めると，さらに20～30時間を費やした。インタヴュー前後に行われ

た現場の観察は，このインタヴューの内容をさらに深めるための調査行動であり，製造現

場の現状とそれぞれの産業や企業の歴史，さらに将来の戦略を知る上で非常に重要と考え

る。

例えば，あるファッション関連企業へのインタビューでは，初めの約１～２時間は，製

造現場と小売店舗の見学と新商品の説明に当てられた。その後，約２時間のインタヴュー

が行われた。その時，映像に残すことの許可を得たケースもあるので，随時，生産システ

ム，製品，生産と販売の環境などを映像に残し，後に行われるデーター分析の補助的資料

とした。

同時に，多くの企業では，映像資料や ICレコーダーでの記録に対して躊躇していたの

で，そのケースでは，メモ帳に簡単にキーワードを残すか，できるだけ記憶に残すことに

した。このような制約は，近年，非常に増えているが，長年の訓練でできるだけインタヴ

ュー内容を記憶に残し，その後，記録媒体に記録するようにした。現状としては，記録媒

体への拒否反応は，次第に大きくなってきており，今後の定性調査の重要課題の一つであ

る。そこで，小論では，具体的な企業名や産業名，さらに地域の情報は公表しないことに

する。

（c） 質問内容とデーター分析

データー収集のために，質問が事前に用意された。その質問は，今までの研究で使用さ

れたものを基として制作された（e.g., Endo and Kincade, 2008）。例えば，産業の状況，企

業の歴史，現在の企業が置かれた状況と今後の課題，プロダクト，取引関係などがある。

さらに，カスタマイゼーションについての質問も行った。

インタヴューのプロセスにおいて，参加者の反応により適宜質問を変更するというオー

プン ･エンド法を用いて適宜質問をし，出来るだけ自由な形で行われるインタヴューを行
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った。同時に，従業員数や生産量などの事前に質問する内容が決められているものに対し

ては，クローズド ･ エンド法を用いて時間の節約を試みた。また，データー分析は，

Marshall and Rossman （1999） のセィークエンシャル ･プロセス法と Cresswell （1997） の

サマライゼーション ･プロセス法が用いられた。

３. 調査結果と考察

（a） インタヴューの参加者

全ての参加者に対して，できるだけリラックスした環境を提供するように努力した。さ

らに，できるだけ企業の秘密を守りつつ，この研究の目的を達成することに努めた。その

結果，多くの参加者の方々は，好意的な反応と非常に多くの情報を提供してくださった。

同時に，今後の研究にとって非常に有意義な情報の提供とアドバイスを頂いた。

日米の参加者に共通していることは，現状への多くの不満と将来に対する危機意識，さ

らに，新たなプロダクトと新たな市場への果敢な挑戦の意思を強く持っていることであっ

た。ある日本企業の方は，次のようにのべていた：

「非常に世代間の問題意識の違いから，なかなか新製品の開発や新たな市場への進出を

進めることができないことが現状です。しかし，私たちは，彼らとも対話しつつ，新製品

を作り続けなければならないと思います」（A-３）。

一方で，米国企業の方々は，新たな市場の開拓へのテーマを多く述べていた。例えば，

新たなカスタマイゼーション ･システムの方向性とそのシステムに基づいたプロダクト

（特に，有形性と無形性が統合されたプロダクト）を模索していた。ある米国企業の方は，

「今後は，このカスタマイズ ･プロダクトのバラエティーを増やすことと，さらにこの

プロセスのスピードを加速させ，新たな顧客のニーズに迅速に応えていきたい」 （A-４）

と話していた。両国の企業の方々は，共に熱意を持って新しい市場へ挑戦していること

は，強く感じたが，両者の方向性は異なることが明らかになった。特に，日本企業のケー

スでは，様々な関係者（例えば，業界内部や組織内部）との調整・説得をしつつ，新たな

プロダクトを模索していた。一方で，米国企業のケースでは，常に新たなパートナーを探

し，新たな市場へ向けて，新たなプロダクトを提供することに視点が置かれていた。
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（b） 日本企業の現状

日本企業においては，1990年代に日本企業にインタヴューを行った時は，多くの企業で

様々なカスタマイゼーション ･ システムが構築され，様々な実験が行われていた （cf., 

Kotha, 1996）。しかし，今回の日本市場での調査では，全く異なる状況であった。つま

り，毎回，参加者にカスタマイゼーションについて説明することから始めなければならな

かった。カスタマイゼーションとは，量産されたプロダクトをもとに，企業が提供するプ

ラットフォーム上に提案された選択肢の中から顧客に自由に選択させ，最終的にプロダク

トを顧客と共に制作するシステムである（遠藤，2015）。

同時に，現在の日本企業の状況を調査してみると，伝統的なカスタマイゼーション ･シ

ステムの導入をしていたことである。つまり，直に顧客と対面し，彼らの注文を聞き入れ

て制作されるプロダクトを提供するシステムである。一方で，現在のカスタマイゼーショ

ンは，量産されたプロダクトをもとに，つまり，企業が提案するインターネット上のプラ

ットフォームに提案された選択肢の中から顧客に選択させ，最終的にプロダクトを顧客と

共に制作するシステムである （Ono, Endo, and Nakagawa, 2008; 遠藤，2016）。

ある企業の現場へのインタヴューで，その方は次のような興味のあることを述べてい

た：

「（今回のインタヴューでのお話では）私たちは，まさにカスタマイゼーションを行う企

業ですね」（A-１）。

ほとんどの日本企業は，インターネットや様々なテクノロジーを駆使して行われる最新

のカスタマイゼーション ･システムの導入は多くはないが，企業と顧客が直接に対峙し，

共にプロダクトを創造するシステムを精緻化していたのである。つまり，一対一 （One-to-

One） によるきめ細かな伝統的なカスタマイゼーション ･サービスに基づく作業が中心で

あった。

一方で，現在のカスタマイゼーションは，主にインターネットを通じて，量産されたプ

ロダクトをもとに，つまり，企業が提案するプラットフォーム上に提案された選択肢の中

から顧客に選択させ，最終的にプロダクトを顧客と共に制作するシステムである。

今回，インタヴューをおこなった日本企業の多くは，可能な限り最高の品質のプロダク

トを顧客に提供することに多くのエネルギーを注いでいた。ある日本企業の代表者は，

「私は，お客様の求める品質の製品を提供するのではなく，120％の品質の製品を提供す

ることを，常に心がけております」（A-５）。
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と強調していた。このように，多くの日本企業は，非常に様々なプロダクトに対して，顧

客の求める品質をさらに高めることに焦点を当てていた。その意味では，カスタマイゼー

ションを基として制作されたパーソナリゼーションの究極のプロダクトとも考えられる。

（c） 米国企業の現状

多くの米国企業は，日本企業に遅れて2000年代ごろからカスタマイゼーション ･サービ

スが活発に行われるようになった。そのシステムは，米国企業が日本企業のカスタマイゼ

ーション ･ システムを元に，独自のシステムを構築してきたのである。その例が，

NikeIDであろう。Nikeは，2000年にスタートしたカスタマイゼーション ･ショッピング

の先駆的企業である。そのサービスは，NikeIDが提供したウエブサイトのプラットフォ

ーム上でスニーカーを選択し，そのスニーカーを顧客が自分の好きな色や生地を選択し，

自分の名前を入れることで最終プロダクトを作ることができるシステムである。その後，

NikeIDをきっかけに，様々な産業（例：家具，食品，ジュエリーなど）が，様々なプロ

ダクトをカスタマイゼーション ･システムに導入していった（Flynn and Vencat, 2015）。

現在の米国市場では，実際の店舗とオンラインの両方で様々なカスタマイゼーション ･シ

ョッピングが進化を続けている。

同時に，スマートフォンのように，端末機のカスタマイズと同時に，スマートフォンの

アプリケーション上にあるモバイル ･プラットフォーム上で，顧客自身が様々なカスタマ

イズを行うことができるようになった。つまり，プロダクトのカスタマイゼーションとサ

ービスのカスタマイゼーションが統合され，新たなカスタマイゼーション ･システムが構

築されつつある。それは同時に，さらに選択肢が増えることによる消費者の選択行動にお

ける混乱を招くことになっているのが現状である（Hildebrand, Häubl, and Herrmann, 

2014; Matuura, Endo, Ono, and Nakagawa, 2015）。

さらに複雑で多くの選択肢を提供している中で，多くの米国企業は，できるだけわかり

やすく，顧客を楽しませる工夫をおこなってきる。その一つの企業の方は，

「我々は，カスタマイズすることで，できるだけ（顧客の）負担を少なくし，楽しい

（カスタマイズ ･プロダクトの）ショッピングができるようなサービスの提供を心がけて

いる」（B-２）。

一般的に日本国の小売業に比べ，比較的顧客との対話が多い傾向にあるが，カスタマイ

ゼーション ･プロセスにおいては，その店員への負担はさらに多くなる。しかし，今回の
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調査で，あるカスタマイズ ･プロダクトを提供している小売現場を観察していると，その

注文している顧客と店員の対話は，非常に楽しそうで，惹きつけられるものであった。

（d） 日米企業の共通点

まず，日米企業の共通点は，現状への多くの不満と将来に対する危機意識，さらに，新

たなプロダクトと新たな市場への挑戦の意識を強く持っていることであった。さらに，顧

客をいかに満足させ，品質をさらに高め，顧客の期待以上のプロダクトを提供するという

ことは，共通して観察することができた。また，日米企業共に海外市場への関心も強く感

じられたし，すでに海外活動を行っている企業も多く存在した。

（e） 日米企業の相違点

一方で，日米企業の共通点よりも相違点の方が多く観察された。カスタマイゼーション

に関しては，両国の企業とも関心があるが，その方向性に大きな違いが見られた。日本企

業においては，最新のカスタマイゼーション ･システムを活用している企業は，ほとんど

存在していなかったことである。一方で，伝統的カスタマイゼーションの精緻化に多くの

エネルギーを投入していたことである。つまり，顧客のニーズに丁寧に応えつつ，さらに

その品質を高める努力をしていたことである。あるいは，コスメティク（表層的）なカス

タマイゼーションを展開し，プロダクトのバラエティーを増やしている状況であった。そ

の傾向が，伝統産業において顕著であり，そのプロダクトは，日本市場のみならず，世界

市場においても高い評価を得ているものも少なくなかった。

米国企業においては，あらゆる産業でカスタマイゼーションが浸透しており，インタヴ

ューの参加者にそのコンセプトを説明することはなかった。同時に，それぞれの産業の特

性やプロダクトの性質により，様々なカスタマイゼーション ･システムが構築され，顧客

との対話を通じて，様々なプロダクトが開発されていた。ある米国の企業の現場責任者は

次のように述べていた：

「今後10年以内には，３Dプリンターを超えた新たなテクノロジーにより，短時間に，

より正確で低コストで，自分だけのプロダクトができるシステムが誕生するであろう」（B

－１）。

そして，より低価格で，ハイスピードで，パーソナルなプロダクトを製造・販売する競

争は，ドイツ国と米国を中心に世界で展開されている （Hneg, 2015）。

一方で，多くの日本企業は，“Made in Japan”にこだわり，伝統的なデザインや技術を
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再構築し，さらに魅力的なプロダクトの開発に焦点を当てている企業が多く存在した。あ

る日本国の産業団体の代表の方は，

「できるだけ新しいデザインを取り入れつつ，伝統的技術やデザインを継承し，若者に

受け入れられる製品を作っていきたい。そして，できるだけ日本で生産を続けて，技術を

伝承して行きたいと考えています」（C－１）。

と強調していた。一方で，米国では，生産に関しては，“Made in USA”にはこだわって

いなかった。例えば，ほとんどのスニーカー（カスタマイズ ･プロダクトも含む）は，米

国内での生産はほとんど行われていない。彼らはそのデザイン，プロダクト ･ディベロプ

メント，さらにカスタマイゼーション ･システムに焦点を当てているのが現状であった。

４. まとめ

ほとんどのカスタマイゼーション研究は，企業と顧客との直接の関係を最適化し，顧客

の満足を高め，カスタマイゼーション ･ショッピング ･プロセスをいかにスムーズに導く

ことができるかということに焦点が絞られてきた（Dellaert and Stremersch, 2005）。しか

し，国家間の比較調査はなされてこなかったのが現状である（cf., Flynn and Vencat, 

2015）。カスタマイゼーション研究にとって日米企業を比較調査することは，カスタマイ

ゼーションの全体の流れと将来の方向性を知る上で，重要なことであると考える（遠藤，

2015）。

そこで，小論では，カスタマイゼーションが誕生してからおよそ20年が経過し，カスタ

マイゼーション市場において，どのような動向がなされているかを調査したものである。

特に，カスタマイゼーションが誕生した日本国と日本的カスタマイゼーションを元に進化

してきたカスタマイゼーションの先進国である米国企業を比較調査することで，日本企業

のカスタマイゼーションの現状と今後のカスタマイゼーションの方向性を考察することが

できた。

特に，小論の目的として，なぜ，かつて日本企業がリードしていたカスタマイゼーショ

ンが，この20年間にそのプレゼンスをなくしてしまったのかを調査が行われた。さらに，

今後の日本企業のグローバル市場でのカスタマイゼーションの可能性を検討する調査が行

われた。そこで，定性調査を行うことで，日米の企業のカスタマイゼーションに対する幾

つかの共通点と相違点が明らかになった。

日米企業の比較において，日本企業は大企業から中小企業まで，ほとんどの企業でカス
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タマイゼーションに対する認識があまり存在していないことである。言い換えれば，カス

タマイゼーションが，組織行動に共有されているにもかかわらず，その行動をカスタマイ

ゼーションと理解していない企業が非常に多くあったことである。一方で，米国企業で

は，企業のサイズに関係なくカスタマイゼーションを明確に理解し，カスタマイゼーショ

ンに対して好意的な認識を持ち，実際の活動に積極的に導入し，さらなるカスタマイゼー

ションの進化を模索していた。

さらに，日本企業はプロダクトを単体と捉えて，そのプロダクトの品質（特に有形性）

に多くのエネルギーを集中し，そのプロダクトに対してカスタマイゼーション的アプロー

チで望んでいた。一方で，米国企業は，プロダクト自体に対してのみならず，その全体の

システムの流れ，つまりデザイン，生産，流通，販売，顧客からのフィードバックという

全体の流れの中で，カスタマイゼーションを考えていたということである。つまり，トー

タル ･カスタマイゼーション ･システムの構築である。このカスタマイゼーション ･シス

テムは，インターネット ･ショッピング ･システムがまだ確立されていない1990年代に，

日本企業により開発された生産と販売の統合型カスタマイゼーション ･システムを，イン

ターネット ･ショッピング ･システムと統合することにより確立されたものである。

そこで，新たなカスタマイゼーション ･システムを多くの日本企業が，再び導入して行

くことは不可能ではない。しかし，日本市場でなぜ一般に進化したカスタマイゼーション

･システムが，普及していない明確な理由は，今回のインタヴューでは完全には明確な答

えは得られなかった。かつて日本企業が構築したカスタマイゼーション ･システムが日本

市場で進化せずに，米国市場で進化し続けることへの疑問である。

そこで，考えられる点は，消費者の行動も関係しているのではないかという疑問が浮上

してきた。つまり，カスタマイゼーションは，企業と顧客との共同製作プロセスを通じ

て，行われる消費行動であるからである。言い換えれば，共創活動である。今後は，日米

の企業調査のみならず，日米の消費者の調査も必要であると強く考えている。そこで，な

ぜ日本の消費者は，米国の消費者に比べてカスタマイゼーションに対する関心が少ないの

ではないかという疑問である。今後，両国の企業調査を進めると同時に両国の消費者への

調査も進め，さらに，日本企業のカスタマイゼーションの現状をさらにサンプルを拡大

し，調査を続けることにする。
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